2010.4.13
炭酸ガス削減手段としての容リ法についての一考察
日本プラスチック工業連盟　
専務理事　勝浦嗣夫
　平成22年1月22日開催の「プラスチック製容器包装に係る再商品化手法検討会」での配布資料５として「プラスチック製容器包装に関するＬＣＡについて」と題する資料が添付されている。これは平成19年10月公表された財団法人容器包装リサイクル協会（容リ協）の「プラスチック製容器包装再商品化手法に関する環境負荷等の検討」、平成19年度環境省ＬＣＡ報告書（平成20年3月公表）、平成20年度環境省ＬＣＡ調査の結果を紹介したものである。(別添)
この配布資料で、「容リ協の検討ではＭＲは特段すぐれているとは言えない」という結論であることを紹介しながらも、ＬＣＡ評価には限界があること、容リ協の検討は結果に大きな影響を及ぼす前提条件が存在している（ＭＲの環境負荷削減効果が低く見積もられている条件になっている）という論調になっている。

また、そのなかでＭＲ評価が向上する今後の技術開発ポテンシャルを見込んでいないという指摘をしながら、ＣＲやＴＲの技術開発ポテンシャルには一切言及しないという論理展開がなされている。

一方、環境省のＬＣＡ評価結果では分別回収リサイクルによるＣＯ２削減効果を説明している。むろん我々産業界にとっては，ＣＯ２削減というのは非常に大きな課題であり、最優先で取り組むべき問題であるが、2020年までに1990年比25％削減をしようとすれば、そのためにはあらゆる手段を講じる必要がある。他面、削減コストを無視した方策では、持続性可能な社会とはなりえない。

そこで、容リ法をＣＯ２削減対策の観点から見た場合、果たして効果的な対策なのか試算した結果を以下紹介する。

【容リ法によるＣＯ２削減量】

先の合同会議の資料５にあるデータから容リ法でのＣＯ２削減量を求めた。

資料５の９ページのグラフ（＊３）のシナリオ②とシナリオ③（＊４）の差から、現在の容リでのＣＯ２削減量は、年間８３万トンと見込まれる。

（＊３）合同会議の資料５の９ページのグラフ
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　（＊４）シナリオ②と③の中身は次のとおり。
シナリオ②と③のＣＯ２排出量の差　６１９－５３６＝８３万トン は容リ法によるＣＯ２削減効果である。
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シナリオ②　

分別収集リサイクルをせずに

高効率焼却発電を行なう

　　　
　　

　　シナリオ③　

現行制度を前提として、分別

収集された容リプラについて

はリサイクルを行い、自治体

が混合収集したプラについて

は全量を高効率焼却発電する

【容リ法のコスト】についての試算

１　処理費用

　現行の容リ法で処理されている廃プラスチック量　６４４千ﾄﾝ　を処理するに要する費用を、容リ法と可燃ごみ処理で比較した。結果を下表に示す。

　

	　　　費用

項目
	容リ法による処理
	可燃ごみとして処理

	
	単　価

千円/ﾄﾝ
	総費用

億円
	単　価

千円/ﾄﾝ
	総費用

億円

	収集運搬
	２２６
	１４５５
	４５．４
	２９２

	再資源化（熱回収）
	６５．７
	４００
	２２．０
	１４１

	合計費用
	２９２
	１８５５
	６７．２
	４３３


　　　　　数値は丸めているので必ずしも合計欄の単価と合計額は一致しない。

（１）現行容リ法コスト

経費としては特定事業者および市町村からの容リ協への委託費用と自治体

の収集費用を計上する。

1 特定事業者の４００億円　（＊５）　H21年度　６５．７千円/トン

2 自治体の収集・運搬・選別保管費用（＊６）　２２６千円/㌧

分別回収量は６４万トンとすると自治体の収集運搬選別費用は

　　６４４×１０３　ﾄﾝ×２２６千円/ﾄﾝ＝１、４５５億円

3 総計（概略）

特定事業者コスト　　４００億円　

自治体コスト　　１，４５５億円

　　　　容リ法のコスト合計　　１，８５５億円（約２９２千円/㌧）

　　　　　　　　　　　　　　　

(*5)　容リ協ホームページ掲載資料　その他プラ再商品化受託料総額

　　　　　　                      （金額単位：億円）
	年度
	H18
	H19
	H20

	受託金額
	456
	437
	371


(*6)　杉並区資料　「ごみ処理業」行政コスト「ざいせい」2008　61頁（P65）
　　　　　資料によれば、プラスチック製容器包装の収集運搬（選別保管含む）処理コストは１８７．５千円/ﾄﾝであるがこれには　宝くじ助成金　５３，６３５千円（３８.1千円/ﾄﾝ）が収入として計上されている。

真のコストはこの助成金を除いた額となる。

　　　　１８７．５＋３８．１　≒　２２６　千円/ﾄﾝ
ちなみに、本資料によると、ＭＲ優等生のＰＥＴボトルも収集・中間処理の段階で、１５７千円/ﾄﾝのコストが掛かっていることが分かる。
http://www2.city.suginami.tokyo.jp/library/file/zaisei_2008.pdf
（２）可燃ごみとして回収処理した場合のコスト

　　　収集運搬　　　　　　　　４５，３６１円/ﾄﾝ　（＊６）

　　　焼却（熱回収）処理　　　２１．９５７円/ﾄﾝ　（＊７）

　　　　　処理費用　　　　　　６７，２１８円/ﾄﾝ　　

　　　　６４４×１０３　ﾄﾝ×６７．２千円/ﾄﾝ　＝４３３億円

　　　　　

　（＊７）２３区清掃一部事務組合事業概要（平成２０年度）57頁（P66）原価計算表

　　http://www.union.tokyo23-seisou.lg.jp/jigyonaiyo/jigyougaiyou/21jigyogaiyo.pdf
２　容リ法によるＣＯ２削減コスト

　　　廃プラスチック量　　　　　　　　　　　 ６４４千ﾄﾝ

　　　容リ法によるＣＯ２の削減量　　　　　　　８３０千ﾄﾝ

　　　容リ法コスト　　　　　　　　　　　　１８５５億円

ＣＯ２削減１トン当たりのコスト　　　　　２２３千円/ﾄﾝ　

（１８５．５×１０６千円）÷（８．３×１０５　千ﾄﾝ）＝２２３千円/ﾄﾝ　

　　
現在の排出量取引の価格　３千円前後　の　約75倍

この金額の評価であるが、たとえば現在の排出量取引の価格は３千円前後といわれており、２２万円というのはこれに対して約７５倍と非常に高いことになる。逆に３千円という単価で８３万トンのＣＯ２削減をしようとすれば、その費用を２５億円に収めなければならなくなる。この差を埋めるためには、現状の収集コストを含め大幅なコストダウンを図りさらに再商品化製品の付加価値が十分に高くしても、達成はかなり難しい。さらに言えば、仮に特定事業者の支払っている４００億円を、排出量取引の単価でのＣＯ２削減に振り向けるとすれば、１３百万トンものＣＯ２削減が出来るということでもある。

ＣＯ２削減費用を別の視点から評価した結果、および原油削減効果費用について参考資料１～３を添付する。

参考資料１　
１トンのCO２削減のコスト　２２３千円/t-CO2　で25％削減を行った時の費用

日本全体の25％削減をこのコストでやると

CO2排出量　　　1,261 百万t（1990年）

削減率25％ ＝　315.25 百万t の削減を約束
費用は　28.6 兆円　（3.15×10^8×9.06×10^4＝ 28.6×10^12　円） 

1億人で割ると286千円/年・人

ところで排出権取引の実績は1,500～3,000円/t　と言われている。

容リ法による削減効果83万トンを３千円で購入する総額は

3000円×830千ﾄﾝ＝2,490　百万円　（25 億円）

参考資料２　
原油削減効果としてみると
　　  341万トン全量を分別せずに単純焼却したシナリオを①とすると、①に対するシナリオ②と③の原油削減効果は　シナリオ②　12.5万トン、シナリオ③33.6万トンである。

現状容リ法による原油削減量は211千トンとなる（③336-②125=211）。

密度0.7とすると容積は1,477千バレルである。

＄80/バレルとすると118百万ドル
円に換算すると11,225百万円（110 億円）

削減費用から見るとこの程度の費用しか掛けられないはずである。実態は1,855億円掛けて、110億円の原油削減をしていることになり、資源代替性という視点からも、全く正当性はない。
逆に単価を計算すると、

１８５５億円÷１４７７千バレル＝１２６千円/バレル（$1,400/バレル）　と、なる。
　　　
参考資料３　
添付図（次頁）　削減量と削減費用との関係

2020年に1990年比ＣＯ２を25％削減するための対策とその費用のグラフ。
　　                                                     （出典等は図中に表示）

まとめとして
1． 現行の容リ法下での、プラスチック容器包装のリサイクルは、CO2削減策、資源代替策としてみた場合には、費用対効果がかなり低いと言わざるを得ない。

2． 特に、自治体でのプラスチック分別収集の単位重量あたりのコストが、可燃ごみの収集コストに比べ著しく高く、どの再商品化手法を選択したとしても、経済性のあるリサイクルは難しいと言える。

3． プラスチックごみを可燃ごみとして、一括して収集し、エネルギー回収を行う、その為に、自治体の焼却炉熱効率向上のための投資を行うべき。（特定事業者の拠出金の使途としてもこの方が合理的でないか）
4． 消費者の低炭素社会（あまり良い言葉でないが）への、意識高揚の為に分別が必要との意見もあるが、これは、例えば、生ごみの水分削減運動で代替可能ではないか。
シナリオ②　　ＣＯ２排出量　619万ｔ





シナリオ③　ＣＯ２排出量　536万ｔ
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